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１ 八千代市の位置及び地勢 

 

八千代市は，千葉県の北西部に位置し，南は千葉市，西は習志野市・船橋

市，東は佐倉市，北は白井市・印西市と接し，首都東京から３０キロ圏に位

置している。 

地形は，標高２０メートル程度の丘陵にあって南北に長い矩形状をして

おり，市中央部を南北に印旛沼の疎水路である新川が流れている。 

交通網としては，南部から北西部にかけて東京環状国道１６号が走り，

市の中心部を東西に東葉高速鉄道（八千代緑が丘，八千代中央，村上，東葉

勝田台の４駅）が，また，南部には京成電鉄本線（八千代台，大和田，勝田

台の３駅）が走っている。 
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1954年 昭和29年 1 月15 日 大和田町と睦村が合併し，八千代町となり，消防団は２１分

団制となる。 

1954年 昭和29年 9 月 1 日 阿蘇村を合併し，消防団は３６分団制となる。 

1955年 昭和30年 3 月 消防団に千葉県知事より功労表彰旗が授与される。 

1960年 昭和35年 3 月 消防団に千葉県消防協会長より優良表彰旗が授与される。 

1960年 昭和35年 3 月16 日 習志野市と消防相互応援協定を締結する。 

1962年 昭和37年10 月 1 日 消防団を１３分団２部制に改組する。 

1964年 昭和39年 2 月21 日 消防団に日本消防協会長より竿頭綬が授与される。 

1964年 昭和39年11 月 1 日 消防団常備部 (定数１５人）を設置，水槽付消防ポンプ自動

車１台，部員８人をもって発足する。 

1965年 昭和40年 4 月 1 日 消防団常備部の定数１７人となる。 

1965年 昭和40年 5 月20 日 救急業務に関する規則が公布され，即日施行となり，救急自

動車１台を配置して救急業務を開始する。 

1966年 昭和41年 1 月 1 日 消防団常備部の定数３２人となる。 

1966年 昭和41年 7 月 1 日 八千代台分遣所が竣工し，消防ポンプ自動車１台・部員６人

をもって業務を開始する。 

1967年 昭和42年 1 月 1 日 市制の施行により八千代市となる。 

1967年 昭和42年 3 月10 日 消防団に千葉県知事より優秀表彰旗が授与される。 

1967年 昭和42年 3 月31 日 八千代市消防本部及び消防署の設置等に関する条例が施行

される。 

1967年 昭和42年 4 月 1 日 政令指定により，消防本部，消防署，（定数４１人）を設置

し，消防ポンプ自動車２台，救急車１台，職員４１人をもっ

て発足する。 

1967年 昭和42年 9 月18 日 超短波無線電話機（基地局１，移動局３，携帯局１）を整備

し，無線業務を開始する。 

1968年 昭和43年10 月19 日 消防署に気象観測器を設置，観測業務を開始する。 

1969年 昭和44年 4 月 1 日 消防職員の定数５５人となる。 

1970年 昭和45年 2 月20 日 消防団に日本消防協会長より表彰旗が授与される。 

1970年 昭和45年 3 月10 日 消防音楽隊が隊員１８人をもって発足する。 

1970年 昭和45年 4 月 1 日 消防職員の定数７２人となる。 

1970年 昭和45年 9 月10 日 船橋市と消防相互応援協定を締結する。 

1970年 昭和45年11 月 4 日 消防署に化学車を配置する。 

1970年 昭和45年12 月14 日 勝田台分遣所（鉄筋コンクリート造平屋建延べ１７３㎡）が

竣工し，水槽付消防ポンプ自動車1 台，救急車1 台，職員１

４人をもって業務を開始する。 

1971年 昭和46年 4 月 1 日 消防職員の定数１０２人となる。 

1972年 昭和47年 6 月 4 日 消防本部・署新庁舎 (鉄筋コンクリート造３階建延べ１，１
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５６㎡）が竣工する。 

1972年 昭和47年10 月27 日 八千代台分遣所新庁舎（鉄筋コンクリート造延べ１４０㎡) 

が竣工し開所する。 

1972年 昭和47年12 月13 日 消防署にはしご付消防ポンプ自動車（３０ｍ級）を配置する。 

1973年 昭和48年 4 月 1 日 消防職員の定数１２０人となる。 

1974年 昭和49年 3 月 1 日 消防本部・消防団に消防庁長官より竿頭綬が授与される。 

1974年 昭和49年 4 月 1 日 ４週５休制(週休）を実施する。 

1975年 昭和50年 3 月20 日 消防署に屈折はしご付ポンプ自動車（１６ｍ級）を配置する。 

1975年 昭和50年 4 月 1 日 消防職員の定数１４０人となる。 

1975年 昭和50年 7 月 1 日 八千代市消防署組織規程を改正し，即日施行する。 

1975年 昭和50年 7 月 1 日 米本分署（鉄筋コンクリート造２階建延べ４０３．５㎡）が

竣工し，屈折はしご付消防ポンプ自動車１台，普通ポンプ自

動車１台，救急車１台，司令車１台，職員２７人をもって業

務を開始する。 

1977年 昭和52年 6 月18 日 消防署に救助艇（ヤマハ）を配置する。 

1977年 昭和52年12 月23 日 消防本部に総合気象観測装置を設置する。 

1978年 昭和53年 4 月 1 日 消防職員の定数１５０人となる。 

1978年 昭和53年 5 月 4 日 消防本部に気象観測装置（温度・湿度計）を設置する。 

1979年 昭和54年 3 月31 日 八千代台東南分署 (鉄筋コンクリート造２階建延べ３９９

㎡）が竣工する。 

1979年 昭和54年 4 月 1 日 消防職員の定数１７０人となる。 

1979年 昭和54年 4 月 1 日 八千代台東南分署 (水槽付消防ポンプ自動車１台，救急車１

台，職員２０人) での業務を開始する。 

1979年 昭和54年 5 月31 日 消防本部に気象観測装置（気圧計）を設置する。 

1979年 昭和54年12 月22 日 消防署に救助工作車を配置する。 

1980年 昭和55年 4 月 1 日 消防職員の定数１７６人となる。 

1980年 昭和55年12 月13 日 大澤正春氏より防災像の寄贈を受け，除幕式を挙行する。 

1981年 昭和56年 1 月23 日 通信指令装置（Ｂ級）を新設する。 

1981年 昭和56年 3 月23 日 消防本部・署庁舎の増改築工事（増改築面積鉄筋コンクリー

ト造 延べ６５２．５㎡）が竣工する。 

1982年 昭和57年 4 月 1 日 消防職員の定数１８０人となる。 

1982年 昭和57年 4 月 1 日 八千代市消防団規則の一部を改正し，消防団に本部，方面隊

を設置する。 

1982年 昭和57年11 月29 日 八千代台東南分署にはしご付消防ポンプ自動車（３０ｍ級）

を配置する。 
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1983年 昭和58年 4 月 1 日 消防職員の定数１８６人となる。 

1984年 昭和59年 2 月 2 日 千葉県防災行政無線設備を設置する。 

1985年 昭和60年 3 月25 日 睦分遣所（鉄筋コンクリート造平屋建延べ４８７．０９㎡）

が竣工する。 

1985年 昭和60年 4 月 1 日 消防職員の定数１９３人となる。 

1985年 昭和60年 4 月 1 日 睦分遣所（水槽付消防ポンプ自動車１台，救急車１台，職員

１８人）での業務を開始する。 

1985年 昭和60年11 月 1 日 勝田台分遣所庁舎建て替え工事に伴い，仮庁舎に移転する。 

1987年 昭和62年 1 月20 日 消防本部に消防業務用地図等検索装置を設置する。 

1987年 昭和62年 3 月 1 日 勝田台市民文化プラザに勝田台分遣所新庁舎（鉄筋コンクリ

ート造延べ４８０㎡）が竣工し，移転する。 

1987年 昭和62年12 月24 日 消防署にはしご付消防自動車（３８ｍ級）を配置する。 

1988年 昭和63年 3 月24 日 訓練塔（主塔，鉄筋コンクリート造６階建延べ１９９．１６

㎡）・（副塔，鉄筋コンクリート造２階建延べ６０．５８㎡）

が竣工する。 

1989年 平成 元 年 4 月 9 日 ４週６休制(週休）実施となる。 

1989年 平成 元 年 8月12日 土曜閉庁実施となる。 

1990年 平成 2年 3月22日 米本分署にはしご付消防自動車（３０ｍ級）を配置する。 

1990年 平成 2年 4月 1日 消防職員の定数１９８人となる。 

1990年 平成 2年 5月30日 消防本部多目的庁舎（１階車庫・２階トレーニング室・延面

積３９９㎡）が竣工する。 

1991年 平成 3年 1月16日 消防署に小型動力ポンプ付水槽車（１０㎥）を配置する。 

1991年 平成 3年 3月19日 勝田台分遣所にはしご付消防自動車（３８ｍ級）を配置する。 

1991年 平成 3年 4 月 1 日 勝田台分遣所を勝田台分署に改める。 

1992年 平成 4年 3月24日 救助工作車を更新し，消防署に配置する。 

1992年 平成 4年 4 月 1 日 消防職員の定数２００人となる。 

1992年 平成 4年 5月25日 救急蘇生訓練用生体シミュレーターを整備し，消防署に配置

する。 

1992年 平成 4年 8 月 6 日 予防課に防災訓練車を配置する。 

1993年 平成 5年 2月28日 完全週休２日制実施となる。 

1993年 平成 5年 9月10日 岩井治郎氏から，救急車（２Ｂ型）１台・司令車１台の寄贈

を受け，消防署・警防課に配置する。 

1994年 平成 6年 3月28日 消防署に高規格救急自動車を配置する。 

1994年 平成 6年 3月31日 消防緊急通信指令施設Ⅱ型を更新，同日運用を開始する。 

1994年 平成 6年 4 月 1 日 消防職員の定数２１０人となる。 
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1994年 平成 6年 7 月 1 日 救急救命士高規格救急自動車乗務を開始する。  

1994年 平成 6年 9月27日 消防訓練場用地（面積３，９８７．７㎡・大和田新田１８３

番１）を取得する。 

1995年 平成 7年 4 月 3 日 消防緊急通信指令施設（自動出動指定装置）の運用を開始す

る。 

1995年 平成 7年 6月30日 患者監視装置等の救急資機材を整備し，運用を開始する。 

1995年 平成 7年 7月17日 太陽商運株式会社と「災害時における消火水の搬送に関する

協定」を締結する。 

1995年 平成 7年11月 6日 耐震性防火水槽（１００㎥）を八千代台西に設置する。 

1996年 平成 8年 3 月 6 日 消防本部・消防団に消防庁長官より表彰旗が授与される。 

1996年 平成 8年10月 1日 八千代市消防本部消防職員委員会を設置する。 

1996年 平成 8年10月 1日 睦分遣所を睦分署に改める。 

1997年 平成 9年 1 月 7 日 赤バイ隊を創設し，消防署に配置する。 

1997年 平成 9年 4 月 2 日 山之内製薬から高規格救急自動車 1 台の寄贈を受け，米本

分署に配置し，運用を開始する。 

1998年 平成10年 1 月31 日 耐震性防火水槽（１００㎥）を八千代台北に設置する。 

1998年 平成10年 4 月 1 日 組織改正により，中央消防署と東消防署の２署体制とする。

（消防署を中央消防署・米本分署を東消防署・八千代台東南

分署を八千代台分署に改める。） 

1998年 平成10年 4 月 6 日 八千代台分署と勝田台分署において，夜間・休日に住民票と

戸籍の附票の取り次ぎ業務を開始する。 

1998年 平成10年 5 月 1 日 岩井武雄氏から赤バイ２台の寄贈を受け，勝田台分署に配置

し，運用を開始する。  

1999年 平成11年 2 月24 日 八千代市医師会と救急業務の円滑な推進を図るため，救急業

務連絡協議会を設置する。 

1999年 平成11年 4 月 1 日 消防団第１０分団２部を消防団第１０分団１部と統合して

消防団第１０分団とし，消防団を１３分団１部制に改組す

る。 

1999年 平成11年 4 月 1 日 消防団本部の定数を４人から１７人に改める。 

1999年 平成11年10 月 1 日 組織改正により，総務課を消防総務課に改める。  

1999年 平成11年10 月 1 日 女性消防団員（７人）を採用し，団本部に配属する。 

2000年 平成12年 2 月20 日 耐震性防火水槽（１００㎥）を村上に設置する。 

2000年 平成12年10 月 1 日 女性消防団員（６人）を採用し，団本部に配属する。  

2001年 平成13年 2 月 5 日 水槽付消防ポンプ自動車を八千代台分署に配置する。 

2001年 平成13年 8 月27 日 消防本部庁舎耐震診断を実施する。 

2001年 平成13年 8 月31 日 耐震性防火水槽（１００㎥）を勝田台に設置する。 
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2002年 平成14年 1 月15 日 消防用無線基地局アンテナ用鉄塔を設置する。 

2002年 平成14年 2 月13 日 災害対応特殊消防ポンプ自動車を八千代台分署に配置する。 

2002年 平成14年 2 月14 日 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を睦分署に配置する。 

2003年 平成15年 1 月30 日 高規格救急自動車を八千代台分署に配置する。 

2003年 平成15年11 月28 日 耐震性防火水槽（１００㎥）を八千代台東に設置する。 

2004年 平成16年 1 月21 日 高規格救急自動車を勝田台分署に配置する。 

2005年 平成17年 2 月23 日 高規格救急自動車を更新し，中央消防署に配置する。 

2005年 平成17年 3 月16 日 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を勝田台分署に配置

する。 

2005年 平成17年 3 月25 日 水槽付消防ポンプ自動車を更新し，中央消防署に配置する。 

2006年 平成18年 4 月 １日 組織改正により，指令課を新設する。 

2007年 平成19年 2 月22 日 高規格救急自動車を更新し，東消防署に配置する。 

2007年 平成19年 2 月28 日 救助工作車を更新し，中央消防署に配置する。 

2007年 平成19年 3 月15 日 高機能消防指令センター（Ⅱ型）が竣工する。 

2007年 平成19年 3 月26 日 消防本部・中央消防署新庁舎での業務を開始する。 

2007年 平成19年 3 月26 日 高機能消防指令センターの運用を開始する。 

2007年 平成19年 4 月16 日 消防本部・中央消防署（鉄骨造「免震構造」３階建延べ４，

２９９．３２㎡）が竣工する。 

2007年 平成19年 8 月31 日 耐震性防火水槽（１００㎥）を勝田台南小学校内に設置する 

2007年 平成19年11 月20 日 高規格救急自動車を更新し，睦分署に配置する。 

2007年 平成19年11 月30 日 市民訓練施設（鉄骨造２階建延べ２５２㎡・鉄骨造平屋建延

べ１５０㎡）及び救助訓練施設（主塔，鉄骨造３階建延べ１

５０㎡・副塔，鉄骨造平屋建延べ２０㎡）が竣工する。 

2007年 平成19年12 月 5 日 はしご付消防自動車（３８ｍ級）を更新し，中央消防署に配

置する。 

2009年 平成21年10 月20 日 普通消防ポンプ自動車を更新し，勝田台分署に配置する。 

2009年 平成21年10 月21 日 指揮車を更新し，中央消防署に配置する。 

2009年 平成21年11 月20 日 小型動力ポンプ付水槽車（１０㎥）を更新し，中央消防署に

配置する。 

2009年 平成21年12 月22 日 はしご付消防自動車（３０ｍ級）を更新し，東消防署に配置

する。 

2010年 平成22年 4 月 1 日 聴覚障害者用メール１１９番受信システムの運用を開始す

る。 

2011年 平成23年 2 月28 日 仲村定雄氏より消防旗の寄贈を受ける。 

2011年 平成23年 3 月11 日 東日本大震災が発生する。（八千代市消防本部で震度５弱を
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観測） 

2011年 平成23年 3 月18 日 東日本大震災による被災地（岩手県陸前高田市）に緊急消防

援助隊として派遣する。 

2011年 平成23年10 月13 日 耐震性防火水槽（１００㎥）を南高津小学校内に設置する。 

2012年 平成24年 3 月 1 日 勝田台分署に高規格救急自動車を配置する。 

2012年 平成24年 4 月 1 日 消防団第１２分団２部を消防団第１２分団１部と統合して

消防団第１２分団とし，消防団を１３分団制に改組する。 

2012年 平成24年 4 月 1 日 団本部女性部の定数を１３人から２６人に改める。 

2012年 平成24年 4 月 1 日 児童・生徒の防火・救命体験促進事業を開始する。 

2012年 平成24年10 月24 日 高規格救急自動車を更新し，八千代台分署に配置する。 

2013年 平成25年 4 月 1 日 千葉県消防救急無線広域化・共同化に係る全体計画に基づき

消防救急デジタル無線を整備し，運用を開始する。 

2014年 平成26年 2 月 7 日 高規格救急自動車を更新し，中央消防署に配置する。  

2015年 平成27年 2 月25 日 化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型）を更新し，東消防署に配置す

る。 

2015年 平成27年 3 月11 日 消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）を更新し，中央消防署・東消

防署に配置する。 

2015年 平成27年 9 月 1 日 消防団協力事業所表示制度を施行する。 

2015年 平成27年12 月 7 日 八千代市消防音楽隊市民参加実施要領を施行する。 

2015年 平成27年12 月 7 日 市民音楽隊員の登録を開始する。 

2017年 平成29年 2 月13 日 高規格救急自動車を中央消防署に配置する。 

2017年 平成29年 4 月 1 日 消防職員の定数２３０人となる。 

2018年 平成30年 1 月25 日 高規格救急自動車を更新し，東消防署に配置する。 

2018年 平成30年 3 月22 日 災害対応特殊消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型・１３００Ｌ水槽

付）を更新し，八千代台分署に配置する。 

2018年 平成30年 3 月30 日 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（水Ⅰ－Ｂ型）を更新

し，睦分署に配置する。 

2019年 令和 元 年 9月27 日 東消防署新庁舎（鉄筋コンクリート造２階建耐震耐火構造延

べ１，６３４．７９㎡・救助訓練施設鉄骨造３階建延２０８．

２２㎡）が竣工する。 

2020年 令和 2年 4 月 1 日 組織改正により，指令課を指揮指令課に改める。 

 



 （令和２年４月１日現在）

総 務 係
企 画 財 務 係

予 防 係
予 防 課 指 導 係

査 察 係

警 防 救 助 係
救 急 係

指 揮 第 １ 係
指 揮 第 ２ 係
指 令 第 １ 係
指 令 第 ２ 係

消 防 第 １ 係
救 急 第 １ 係
救 助 第 １ 係
消 防 第 ２ 係
救 急 第 ２ 係
救 助 第 ２ 係

消 防 第 １ 係
救 急 第 １ 係
消 防 第 ２ 係
救 急 第 ２ 係

消 防 第 １ 係
救 急 第 １ 係
消 防 第 ２ 係
救 急 第 ２ 係

消 防 第 １ 係
救 急 第 １ 係
救 助 第 １ 係
消 防 第 ２ 係
救 急 第 ２ 係
救 助 第 ２ 係

消 防 第 １ 係
救 急 第 １ 係
消 防 第 ２ 係
救 急 第 ２ 係

警 防 課

３　消防概要
  (1) 　消防組織

(本部）

消 防 総 務 課

（署）

中央消防署

八千代台分署

睦  分  署

東消防署

勝田台分署

指 揮 指 令 課

消

防

長

次

長

次

長

市

長
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種別 

 施設

 消防本部  大和田新田 ㎡  鉄骨造 ㎡ ㎡  平成19年

 中央消防署  186番地  8,270.66  ３階建   1,513.07  4,299.32  4月16日

 米本 ㎡  鉄筋コンクリート ㎡ ㎡  令和元年

 2,714番地1  4,981.25  ２階建 1,004.62 1,634.79  9月27日

 八千代台東  鉄筋コンクリート ㎡  昭和54年

 1丁目17番1号  合同庁舎内    399.00  3月31日

 島田台 ㎡  鉄筋コンクリート ㎡ ㎡  昭和60年

 766番地15  1,249.00  平屋建     494.56    487.09  3月25日

 勝田台  鉄筋コンクリート ㎡  昭和62年

 2丁目5番1号  合同庁舎内    480.00  3月1日

－  

－  

－  

－  

  (2)　消防本部・署の配置及び施設一覧表

延面積 竣工年月日所 在 地 敷地面積   構　　　造　 建築面積

 東消防署

 八千代台分署

 睦分署

 勝田台分署

睦分署

東消防署

勝田台分署

消防本部

中央消防署

八千代台分署

大和田
勝田台

東葉勝田台

村上八千代中央

八千代緑が丘

東葉高速線

白井市

印西市

佐倉市

千葉市

習志野市

船橋市

桑納川

新川
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                  （令和２年４月１日現在）

課　　名

 消防総務課 1 本部内の連絡調整に関すること。

2 消防業務の総合的企画及び調査に関すること。

3 消防の組織に関すること。

4 職員の人事に関すること。

5 職員の研修及び福利厚生に関すること。

6 文書及び法規に関すること。

7 消防職員委員会に関すること。

8 消防団に関すること。

9 消防音楽隊に関すること。

10 公務災害補償に関すること。

11 公印の管理に関すること。

12

13 国，県補助金に関すること。

14 財産の維持管理に関すること。

15 被服等の貸与に関すること。

16 庶務に関すること。

17 他の課に属さない事項。

 予防課 1 火災の予防対策に関すること。

2 防火管理に関すること。

3 火災の調査に関すること。

4 火災予防上の諸届出の受理，調査及び指導に関すること。

5 消防団体の指導及び育成に関すること。

6 建築物の確認等の同意に関すること。

7 消防用設備等の設置，指導，検査及び点検報告に関すること。

8 防火対象物の使用開始に関すること。

9 危険物の規制に関すること。

10 液化石油ガスの意見書に関すること。

11 圧縮アセチレンガス，液化石油ガス等の届出に関すること。

12 消防対象物の予防査察に関すること。

13 消防用設備及び防火管理業務等の違反処理に関すること。

14 防火基準適合防火対象物の表示に関すること。

15 庶務に関すること。

  (3)　消防本部事務分掌

予算，決算その他財務に関すること。

事　　務　　分　　掌
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課　　名

 警防課 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

 指揮指令課 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

災害情報の収集及び伝達に関すること。

気象観測及び気象情報の収集に関すること。

消防通信統計に関すること。

共同指令事務に関すること。

消防水利施設の整備に関すること。

庶務に関すること。

車両等の総合管理及び整備に関すること。

消防団の施設及び設備に関すること。

市民の救急相談及び救急指導に関すること。

水防事務組合に関すること。

事　　務　　分　　掌

開発行為等に係る消防施設の指導に関すること。

消防戦術の研究及び消防部隊の運用計画に関すること。

こと。

庶務に関すること。

消防相互応援協定及び緊急消防援助隊に関すること。

火災警報等に関すること。

救急関係医療機関の情報の収集及び市民に対する情報の提供に関する

消防部隊の指揮，統制及び指揮支援に関すること。

消防部隊への命令，伝達及び指示に関すること。

救急救助業務の企画運営に関すること。

火災，救急その他災害の通報の受付及び指令に関すること。

消防通信施設の管理及び運用に関すること。

消防通信の調査研究及び計画に関すること。

救急救助業務の高度化推進に関すること。

消防部隊の現場活動訓練に関すること。

救急搬送証明に関すること。

道路工事届等に関すること。

救急医療機関等との連絡調整に関すること。

救急救助統計に関すること。
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 （令和２年４月１日現在）

課　　名

 消防署 1 水火災等の警戒，防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急救助業務に関すること。

3 消防施設の運用及び保守管理に関すること。

4 水利施設の調査及び保全に関すること。

5 消防対象物の予防査察に関すること。

6 職員の教養訓練に関すること。

7 火災予防上の諸届出の受理及び指導に関すること。

8 火災の原因及び損害の調査に関すること。

9 公印の管理に関すること。

10 署所の連絡調整に関すること。

11 火災予防対策に関すること。

12 庶務に関すること。

 分署 1 水火災等の警戒，防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急業務に関すること。

3 消防施設の運用及び保守管理に関すること。

4 水利施設の調査及び保全に関すること。

5 消防対象物の予防査察に関すること。

6 職員の教養訓練に関すること。

7 火災予防上の諸届出の受理及び指導に関すること。

8 火災の原因及び損害の調査に関すること。

9 火災予防対策に関すること。

10 庶務に関すること。

事　　務　　分　　掌

  (4)　消防署事務分掌
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区

分
面 積

年 （㎢） 男 女 計
条例

定数
実数

条例

定数
実数

平成

25年
51.27 95,764 97,187 192,951 81,930 3,763 6 210 210 309 299 

平成

26年
51.27 95,855 97,477 193,332 82,634 3,770 6 210 209 309 302 

平成

27年
51.39 96,226 98,212 194,438 83,666 3,783 6 210 209 309 296 

平成

28年
51.39 96,815 98,556 195,371 84,858 3,801 6 210 210 309 296 

平成

29年
51.39 97,194 98,950 196,144 85,884 3,816 6 230 210 309 300 

平成

30年
51.39 97,859 99,864 197,723 87,466 3,847 6 230 215 309 291 

令和

元年
51.39 98,399 100,566 198,965 88,950 3,871 6 230 224 309 286 

令和

２年
51.39 98,997 101,278 200,275 90,547 3,897 6 230 228 309 285 

※ 人口密度は，１㎢当りの数値で少数点以下切り捨て

※ 面積は，平成２７年３月６日公表（今までよりも精度の高い計測方法で計測した結果，公表値が

     変更となったが，実際の面積は拡大していない。）

※ 人口・世帯数は各年３月３１日現在

　　(各年４月１日現在）

  (5)　市勢及び消防の推移

団 員人      口

世帯数
人口

密度

本部

・

署所

の数

職 員
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                  （単位：円）

※ 予算は当初予算

                  （各年度４月１日現在）

※ 予算は当初予算

平成３０年度

令和元年度

10,739 24,526 

13,830 31,264 

14,597 32,652 

令和２年度

区分 

 年度

  (2) 　消防予算と人口・世帯数との比較

平成２８年度

平成２９年度 2,106,358 196,144 85,884 

2,734,570 197,723 87,466 

2,904,357 198,965 88,950 

2,079,861 

58,250,000,000 2,079,861,000 予算

決算

84,858 10,138 

3.6

－　 －　 －

23,341 195,371 1,980,634 

56,850,000,000 2,904,357,000 5.1

59,732,565,778 3,094,816,088 5.2

4.9

54,852,222,752 2,155,351,957 3.9

52,879,615,000 2,106,358,000 4.0

53,332,816,514 2,152,658,868 4.0

55,538,000,000 2,734,570,000 

比率

（％）

3.5

55,310,459,155 1,976,984,290 3.6

市一般会計 消防予算

令和元年度

令和２年度

予算

決算

予算

決算

予算

決算

平成２９年度

平成３０年度

４　予算額及び決算額

予算

決算

56,081,000,000 1,980,634,000 
平成２８年度

  (1) 　市一般会計予算と消防予算等

区分 

 年度

200,275 90,547 10,385 22,970 

消防予算

（千円）

人口

（人）
世帯数

１人当たり

（円）

１世帯当た

り（円）
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                  （令和２年４月１日現在）

230 

1 4 8 60 44 44 67 228 16 244 

1 2 1 4 8 8 

1 1 1 

2 2 2 

1 3 3 1 8 8 

1 1 1 

2 4 5 1 12 4 16 

1 1 2 2 

2 3 2 7 3 10 

1 12 5 4 22 5 27 

1 2 6 22 15 6 52 12 64 

1 1 1 3 3 

1 1 23 20 22 35 102 2 104 

1 1 11 12 13 19 57 2 59 

1 2 3 3 

6 4 4 13 27 27 

6 4 5 3 18 18 

1 1 15 9 16 32 74 2 76 

1 1 9 7 7 22 47 2 49 

2 2 2 

6 2 9 10 27 27 

2 2 38 29 38 67 176 4 180 

1 4 5 5 

警防課

消防本部　計

階級　

 　区分

条例定数

実数合計

指揮指令課

うち女性

うち女性

消防長

消防総務課

次長

予防課

再任用

職員
消防士

うち女性

再任用

含む計

５　消防職員
  (1) 　所属別職員数

計
消防

司令

消防

司令補

消防

士長

消防

副士長

消防

正監
消防監

消防

司令長

消

　

防

　

署

消防署　計

うち女性

うち女性

うち女性

うち女性

うち女性

うち女性

勝田台分署

中央消防署　計

中央消防署　

八千代台分署

睦分署

東消防署　計

東消防署　

消

　

防

　

本

　

部
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(令和２年４月１日現在）

階級

年齢

１８歳 2 2 

１９歳 3 3 

２０歳 7 7 

２１歳 8 8 

２２歳 10 10 

２３歳 14 14 

２４歳 7 7 

２５歳 5 8 13 

２６歳 11 3 14 

２７歳 6 3 9 

２８歳 8 2 10 

２９歳 6 6 

３０歳 1 3 4 

３１歳 4 2 6 

３２歳 2 1 3 

３３歳 3 2 5 

３４歳 7 7 

３５歳 6 6 

３６歳 4 4 

３７歳 2 2 

３８歳 2 2 

３９歳 2 2 

４０歳 2 2 4 

４１歳 4 1 5 

４２歳 5 1 6 

４３歳 1 1 2 

４４歳 3 3 

４５歳 3 3 

４６歳 4 1 5 

４７歳 3 3 

４８歳 4 4 

４９歳 4 4 

５０歳 5 5 

５１歳 3 3 

５２歳 2 2 

５３歳 2 2 4 

５４歳 1 1 

５５歳 1 3 1 5 

５６歳 3 5 8 

５７歳 1 3 4 

５８歳 1 2 1 4 

５９歳 3 4 2 9 

６０歳 2 

６１歳 4 

６２歳 4 

６３歳 3 

６４歳 3 

計 1 4 8 60 44 44 67 228 16 

244 

再任用

職員
計

 (2)　年齢別職員数

※ 平均年齢は 35.5歳（再任用職員を含めた平均年齢は 37.3歳）

消防監 消防士
消防

正監

消防

司令長

消防

司令

消防

司令補

消防

士長

消防

副士長

再任用職員を含めた職員数　
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　  (令和２年４月１日現在）

階級

年数

１年未満 1 11 12 2 

１年 18 18 4 

２年 15 15 4 

３年 5 7 12 3 

４年 4 9 13 3 

５年 7 3 10 

６年 7 3 10 

７年 10 1 11 

８年 3 2 5 

９年 3 2 5 

１０年 1 2 3 

１１年 3 5 8 

１２年 4 4 

１３年 8 8 

１４年 1 1 

１５年 9 9 

１６年 1 1 

１７年 2 1 3 

１８年 3 3 6 

１９年 1 1 

２０年 3 3 

２１年

２２年 1 1 

２３年 2 2 

２４年 7 7 

２５年 3 1 4 

２６年 6 6 

２７年 2 2 

２８年 2 1 3 

２９年 1 1 

３０年 4 1 5 

３１年

３２年 2 2 

３３年 2 2 

３４年 2 2 

３５年 1 4 1 6 

３６年

３７年 1 1 2 4 

３８年 2 4 6 

３９年 2 3 5 

４０年 1 1 1 3 

４１年 3 4 2 9 

計 1 4 8 60 44 44 67 228 16 

244 

再任用

職員

再任用職員を含めた職員数　

計

(3)　在職年数別職員数

消防監 消防士
消防

正監

消防

司令長

消防

司令

消防

司令補

消防

士長

消防

副士長
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18 

(4) 歴代消防長 

（令和２年４月１日現在） 

 階 級 氏  名 在  職  期  間 

初 代 司 令 長 兼 子 通 純 昭和４２年 ４月 １日 ～ 昭和４２年 ５月３０日 

２ 代 司 令 長 清 宮 親 之 昭和４２年 ５月３１日 ～ 昭和４４年 ３月３１日 

３ 代 消 防 監 花 沢 義 雄 昭和４４年 ４月２１日 ～ 昭和４９年 ９月３０日 

４ 代 消 防 監 斉 藤 治 夫 昭和４９年１０月 １日 ～ 昭和５８年 ３月３１日 

５ 代 消 防 監 根 岸 輝 夫 昭和５８年 ４月 １日 ～ 昭和６２年 ３月３１日 

６ 代 消 防 監 大 塚 昇 吉 昭和６２年 ４月 １日 ～ 平成 ３年 ３月３１日 

７ 代 消防正監 知 脇 正 道 平成 ３年 ４月 １日 ～ 平成 ７年 １月２０日 

８ 代 消防正監 仲 村 定 雄 平成 ７年 １月２１日 ～ 平成１０年 ３月３１日 

９ 代 消防正監 村 越 利 光 平成１０年 ４月 １日 ～ 平成１２年 ３月３１日 

１０ 代 消防正監 樫 山 孝 吉 平成１２年 ４月 １日 ～ 平成１４年 ３月３１日 

１１ 代 消防正監 伊 藤 宏 一 平成１４年 ４月 １日 ～ 平成１６年 ３月３１日 

１２ 代 消防正監 神 垣   升 平成１６年 ４月 １日 ～ 平成１８年 ３月３１日 

１３ 代 消防正監 武 藤 博 明 平成１８年 ４月 １日 ～ 平成２１年 ３月３１日 

１４ 代 消防正監 豊 田 和 明 平成２１年 ４月 １日 ～ 平成２２年 ３月３１日 

１５ 代 消防正監 常 岡 正 良 平成２２年 ４月 １日 ～ 平成２３年 ３月３１日 

１６ 代 消防正監 染 谷 正 博 平成２３年 ４月 １日 ～ 平成２５年 ３月３１日 

１７ 代 消防正監 岩 井 精 一 平成２５年 ４月 １日 ～ 平成２７年 ３月３１日 

１８ 代 消防正監 椎 名  次 夫 平成２７年 ４月 １日 ～ 平成２９年 ３月３１日 

１９ 代 消防正監 小 澤 義 昭 平成２９年 ４月 １日 ～ 令和 ２年 ３月３１日 

２０ 代 消防正監 関 口 一 博 令和 ２年 ４月 １日 ～ 現在 
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６ 消防職員教育訓練実施状況 

(1) 消防大学校教育 
                              （令和元年度） 

区  分 教育日数 研修人員 

幹部科 ４７日  １   

  
(2) 千葉県消防学校教育 
                                    （令和元年度） 

区  分 教育日数 研修人員 

 初任科 １１１日  １７   

 救急科 ４１日  ６   

 救助科 ２３日  ２   

 訓練指導科 １０日  １   

 特殊災害科 １０日   １   

 中級幹部科 ８日  １   

 予防査察科 １１日  １   

 火災調査科 １３日  １   

 はしご自動車等講習会 ４日  １   

 警防科 １１日  １   

 危険物科 ６日  １   

 水難救助科 

 

５日  

 

１   

 高度救助科 

 

１０日  ２   

 救急救命士処置拡大２行為追加講習 ５日  

 

３   

 気管挿管認定救命士再教育 ２日  

 

１   

合  計 ４０   

 
(3) 救急救命東京・九州研修所 
                                        （令和元年度） 

区  分 教育日数 研修人員 

救急救命士新規養成課程（東京） １１１日  １   

指導救命士養成課程（九州） ３０日  １   

合  計 ２   

 



  (1)　結成

結成年月日 昭和４５年３月１０日

１８人

  (2)　階級別隊員数

  (3)　活動状況

　

  (4)　市民音楽隊員数

※ 平成２７年１２月７日市民音楽隊員の登録を開始する。

性別 男性 女性 計

人数 18    18    36    

回数 4    1    3    8    

計

人数 5    7    4    4    20    

７　音楽隊の状況     

発足時の隊員数

　（令和２年４月１日現在）

　（令和元年度）

　（令和２年４月１日現在）

階級
消防

司令長

消防

司令

消防

司令補

消防

士長
消防士

区分 消防行事 市 行 事 そ の 他 計
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保有数

1 ピッコロ 3

2 フルート 3

3 オーボエ 1

4 ファゴット 1

5 クラリネット 9

6 アルトサックス 4

7 テナーサックス 3

8 バリトンサックス 1

9 ホルン 4

10 トランペット 7

11 トロンボーン 5

12 ユーホニウム 4

13 チューバ 3

14 エレキベース 1

15 パーカッション 7

 （令和２年４月１日現在）

  (5)　音楽隊楽器保有数

楽器名
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